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１．PPP／PFI とは

Ⅰ PPP／PFI コンセッションの概要



１．コンセッション導入の目的
県は鳥取砂丘コナン空港を観光・賑わい・ビジネスの拠点とする「空の駅化」に取り組んでおり、国内線ターミナルビ

ルと国際会館を一体化し、鳥取空港と鳥取港の２つの港を１．５ｋｍの道路で繋ぎ、鳥取県東部の玄関口として賑わ

いづくりの拠点となる「ツインポート化」を進めている。

空港の管理を民間委託とすることで、民間のアイデア、経営ノウハウ、全国的なネットワークを活用したエアポート

セールス（新規・臨時航空路線の誘致、観光誘致）、空港の更なる魅力向上や賑わい創出、県の政策との融合が可

能になる。

それらの効果により、「空の駅化」「ツインポート化」の推進がさらに加速され、鳥取県東部・中部・但馬地域の観光や

地域経済の活性化が促進されることを期待しているものである。

２．実施期間・運営権者
【実施期間】平成３０年７月から平成３６年３月（５年９カ月） 【運営権者】鳥取空港ビル㈱を想定（一体管理可能）

３．コンセッションの方式（混合方式）
・運営権者は着陸料、テナント料等の利用料金を設定・収受。自らの収入とし、空港運営を実施。

・県は、運営権者の収入で不足する管理運営費を運営交付金として一定額交付。

Ⅱ 鳥取空港のコンセッションの概要

民間事業者の運営収入の不足を公共がサービス購入量として補填する。
前頁①（公共施設等運営事業）と③（サービス購入型PFI事業）の混合型PFI事業



４．業務範囲
＜特定運営事業＞
◎空港運営等事業
a.空港基本施設等運営等業務（着陸料設定・収受、施設維持管理、空港運用等）
b.空港保安施設等運営等業務（航空灯火、航空障害灯等の維持管理・運営等）
c.国際会館（国際線ターミナル）運営等業務（一体化による増築部を含む）
（施設維持管理、テナント等貸付、サービス提供等）
d.駐車場施設運営業務（施設維持管理、交通誘導等）
e.空港用地運営等業務（維持管理、用地等貸付等）

◎環境対策事業
f.滑走路利用割合に関する地元調整への協力（データ収集、取り纏め等）

◎附帯事業
g.ハイジャック等防止対策に関する費用負担
h.鳥取空港利用促進懇話会等への参画
i.空港の就航促進・利用促進、空の駅に関する事業

＜任意事業＞
○空港機能を阻害しない等の範囲で任意で行う事業

Ⅱ 鳥取空港のコンセッションの概要

・上記業務を基本とするが、航空機の離着陸に直接関わる業務および空港管理の基本的
な事項に関する規定の改訂等は県が直接実施することも検討。
・空港管理運営業務の継続性と安全確保のため、運営会社への県職員派遣も検討。



５．県と運営権者とのリスク分担の基本的な考え方
本事業におけるリスクは下記a～eを除き運営権者が原則負担する。
a.著しい航空需要の変動による着陸料収入
b.不可抗力による損害は運営権者の維持管理上の過失を除き、原則、県分担
c.対象施設について、事業開始日以降１年以内に発見された隠れた瑕疵
d.運営権に不当な影響を及ぼす法令、条例等の変更の影響によるもの
e.緊急事態による運営権の行使の停止によるもの

Ⅱ 鳥取空港のコンセッションの概要

リスク分担例



６．収支シミュレーション結果
・運営権者は着陸料、テナント料等の利用料金を設定・収受。自らの収入とし、空港運営を実施。

・県は、運営権者の収入で不足する管理運営費を運営交付金として一定額交付。

・コンセッションを導入した場合の件のVFM（財政支出削減効果）を算定した。

事業期間中(５年９ヶ月)の県VFM（県財政支出削減効果）１６百万円～２８百万円
【収支シミュレーションの前提条件】
①VFMで算定する要因
・運営者による維持管理コスト削減及びテナント収入等の収益増
②VFMの配分
・県：１／３ ・運営権者：２／３（課税あり）
※指名による指定管理と同様の考え方

【収支シミュレーション条件】
①維持管理コストの削減：
民営化で一般的に削減される５％～１０％に設定し算出
②テナント収入増益 ：
民間誘致によるテナント料と県条例貸付料との差額により算出

【上記で考慮していない主なコスト削減または収益増加要因】
①テナント売り上げに比例した収益
②空の駅化等の取組みによる空港来訪者増加による収益の増加
③国際チャーター便等の増便効果 など

詳細は別冊 「鳥取砂丘コナン空港運営方式効率化に関する検討業務 中間報告書」

Ⅱ 鳥取空港のコンセッションの概要

VMF（収支シミュレーション）の概念



【参考資料１】鳥取空港の土地及び施設の所有関係

空港関連施設の概要

県管理施設

土地所有状況



【参考資料２】コンセッションと指定管理との違い

指定管理者制度 コンセッション

根拠法令  地方自治法  民活空港運営法 PFI法

法的位置づけ等  行政処分
 管理代行（管理の包括的な委任）
 協定

 行政処分
 PFI法による運営権設定
 事業実施契約

事業者  指定管理者  運営権者（県が運営権売却）

着陸料  県が設定、徴収  運営権者が設定、徴収

委託期間  県の運用として最長５年  一般的には長期（今回５年９ヶ月）

事業者の業務範囲 滑走路等の空港本体の管理は不可  民活空港運営法の適用により、滑走路等の
空港本体の管理が可能

運営の自由度 指定管理条例および個別施設設置管理
条例による協定により管理
⇒条例、仕様書の履行義務に拘束
⇒県の承認

民間の資金・活力の導入を目的とした民活空港
運営法、PFI法に基づく事業実施契約により管理
⇒民間資金・活力導入を目的とし自由度が高い
⇒県への届け出

 運営権者の店舗構成の工夫により入
居店舗選定が可能

 テナント料等は入居店舗等との交渉
により指定管理者が県と協議

 チャーター便、新規就航路の誘致活動を実
施し、着陸料収入の増収を図ることが可能

 運営権者の店舗構成の工夫により入居店舗
選定が可能（指定管理より自由度が高い）

 テナント料等は入居店舗等との交渉により運
営権者が決定（指定管理より自由度が高い）



【参考資料３】他空港のコンセッションの取り組み


